
山の手台地南半部の 3 次元地盤モデルの、操作手

順を示す。 

① Geo3DViewファイルを開く。 

ファイルの「プロジェクトを開く」をクリッ 

クし、「フォルダーの選択」をクリックすると画

面が表紙される。 

② 画面上にある標高スケールの拡大倍率を入力す

る（20～30の数値が適切）（図-2）。 

③ 画面左に、プロジェクトツリーがある。この中に

地形図、地形メッシュ、点データ、メッシュ、

Geomap3D・地質体、断面の項目が表示されている。 

④ 地形図には、Standard14、Photo15 がある。これ

らは今後の機能拡張用のものであり、ここでは

説明を省略する。 

⑤ 地形メッシュには Computed Topographyがあり、

地表面（国土地理院 Dem データ）が登録されて

いる。左欄の目玉マークで表示・非表示される。 

⑥ メッシュは EW40+500M から EW52+0M までの示準

層相断面図である。 

⑦  Geomap3D・地質体は、21 の地層を色で表示さ 

れている。各地層は表示・非表示を選択できる。

表示される地層は表－2に示したものである。土

質区分柱状図、地層区分柱状図は今後の機能拡

張用のものであり、説明を省略する。 

⑧ 断面は EW40+500M から EW52＋0M まで の地質断

面図である。各断面は表示・非表示できる。 

⑨ Nｓ14～Nｓ34 は、東西断面図から作成された 3

次元地盤モデルから作成された東西 1 ㎞間隔の

南北地質断面図である。同様に、目黒川、吞川、

野川、渋谷川は 3 次元モデルから作成された河

川沿いの地質断面図である（図-3）。 

3 次元地盤モデルは、マウスにより上下・回転、

拡大・縮小をすることができる。 

 

4. まとめ 

これまでに表 3 に示すような 3 次元地盤ソフトを

使用し、各河川流域の地盤について 3 次元モデルの

整備を進めてきた。使用する各ソフトに応じて、表

現形式が微妙に異なる。 

各河川流域を統合した 3 次元地盤モデルを作成す

る予定である。 
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図-2 山の手台地南部の３次元地盤モデル 

 
図-3 吞川・目黒川・渋谷川沿い地質断面図 

表-3 これまでに用いた 3次元モデルシステム 

 

調査年 対象地域 使用ソフト 備　考
平成27～28年度 空堀川流域 MAKE-JIBAN 個別ボーリングから３次元地盤モデル化

平成29年度 野川流域 GEOMAP　３D 基準東西断面図から３次元地盤モデル化
令和 ２年度 山の手台地北部 GEORAMA 基準東西断面図から３次元地盤モデル化
令和 3年度 山の手台地南部 GEOMAP　３D 基準東西断面図から３次元地盤モデル化
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2. 地盤情報システムの更新

Renewal of Ground Information System

技術支援課 名兒耶 薫、〇松井 智昭

1. はじめに

土木技術支援・人材育成センターが管理・運営す

る「地盤情報システム」は、地盤調査データの収

集・管理・情報提供、地盤解析を目的として、昭和

61 年度に構築された。同システムを活用し、東京都

各局や区市町村での公共事業、防災事業、環境事業

等に関する計画・設計の基礎資料として、これまで

多くの情報提供を行っている。

現在、登録しているボーリングデータ数は約 10.2

万本である。このうち、ホームページに公開してい

るデータは約 2.7万本である。

センターでは、東京都各局や区市町村から毎年約

700 本の公共ボーリングデータ及び約数千本の民間

ボーリングデータを収集し、システムに追加登録し

ている。収集したデータは、東京都各局等への地盤

情報提供や液状化予測検討等に活用している。シス

テムの概要を図-1に示す。

昭和 61年にシステム構築後、定期的にハード・ソ

フト両面で更新を行ってきているが、令和 2 年度に

電子納品成果を全て取り込むことを可能とするなど

大規模更新を行い、令和 3 年度から運用開始してい

る。本紹介は、その概要を示すものである。

なお、以下においては、令和 2 年度まで運用して

いたシステムを「旧システム」、更新して現在運用

しているシステムを「新システム」と表記する。

2. システムの更新内容

システム更新は、以下(1)～(3)の 3 項目について

行った。

（1）ハードウェア構成

①旧システムはサーバ 2 台、クライアント 5 台か

らなるクライアント・サービスシステムであっ

たが、更新後パーソナルコンピュータ 1 台（待

機用 PCを含めて計 2台）に集約した。

②旧システムでは大判用紙の扱いが可能な多くの

入出力機器で構成されていたが、更新後 A3 カラ

ー複合機、A0 カラー複合機 1 台に集約した。新

旧システムのハードウェア構成を図-2に示す。

（2）ソフトウェア構成

旧システムの OSはクライアント、サーバ（データ

ベース）共に Linux を使用していたが、Windows へ

更新し、汎用的なハードウェアやソフトウェアが活

用できるようになった。

図-1 地盤情報システム概要

地盤情報ＤＢ地盤情報ＤＢ

約約 1100..22万万本本

ボーリングデータ

（1986～2022.3） ・地盤図作成・地盤図作成
・液状化予測検討など

ボーリング

データ

約 700本／年

（公共）

約数千本／年

（民間）

地盤情報の提供
約 100件／年

建設局ほか各局

・地盤図作成

地盤情報の活用
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図-2 新旧システムの構成 

（3）データ管理項目 

旧システムは、国土交通省により定められている

CALS 電子納品形式による地盤情報管理に対応してい

なかったため、一部地盤情報が取り込めなかった。

例えば、電子納品成果のボーリングデータ交換用フ

ァイル（XML 形式）を別形式のファイルに変換する

際、情報のコード化によって一部の情報が消失され、

簡易的なボーリング柱状図表示となっていた（図-

3(a)参照）。 

新システムでは、XML ファイルを形式変換せずに

取り込むため、同ファイルの全情報を反映した様式

（一般社団法人全国地質調査業協会連合会「ボーリ

ング柱状図作成及びボーリングコア取扱い・保管要

領(案)・同解説」で規定している様式）での柱状図

表示が可能となった（図-3(b)参照）。 

 

3. システムの機能 

新システムにおける機能一覧（サブシステム）を

表-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新システムでは、旧システムから以下新機能を追

加している（同表 NO.10～13に相当）。 

・液状化予測支援 

・柱状図作成・表示 

・地層想定断面図作成 

  ・一覧表・土性図作成 

図-4 に、地層想定断面図（平面上の任意側線に対

する柱状図を投影表示）の出力例を示す。 

 

4. まとめ 

「地盤情報システム」を令和２年度に大規模更新

し、ハードウェア構成を合理化すると共に、地盤情

報の管理項目を拡充した。これにより、地質調査成

果を全て管理することが可能となった。 

今後も引き続き、都各局や区市町村等からボーリ

ングデータを収集し、公共事業、防災事業、環境事

業等に関する計画・設計の基礎資料として積極的に

情報提供を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-3(a) 旧システムにおける柱状図 出力例 
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図-3(a) 旧システムにおける柱状図 出力例 
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図-3(b) 新システムにおける柱状図 出力例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-1 地盤情報システムの機能一覧 

NNoo..  ササブブシシスステテムム名名称称  機機能能概概要要  

11  地盤情報検索表示  登録・検索・表示・出力機能（地理情報・地質柱状図・

深井戸柱状図・土質試験結果） 

 地図処理（都市計画図 1/2500、地図画像 1/25000）・住

所検索機能 

22  位置情報表示  作図・出力機能（地理情報・地質柱状図・深井戸柱状

図・仮登録データ位置図、情報公開位置図） 

 地図処理（都市計画図 1/2500、地図画像 1/25000、広域

図 1/50000） 

33  水平断面図  標高または地表面からの深度を指定して、地盤を地平面

または地表面と平行な面で切った断面の土質を地図上に

表示・印刷 

44  垂直断面図（一覧図）  東西方向または南北方向に垂直に地盤を切って、断面付

近の（簡易）柱状図（独自様式）を表示・印刷 

55  層相分布図  土質と標高（または深度）の範囲（上限、下限）を指定

して、地盤に指定された土質（砂等）が何％含まれてい

るかを地図上に表示・印刷 

66  孔内水位  柱状図データの孔内水位（地下水位）を地図上に表示・

印刷 

77  工学基盤  工学基盤面（建物などの支持層となりうる層）が現れる

深度を、N値を元に計算して、地図上に表示・印刷 

88  固有周期表示  地震発生時、同一地盤でも場所によって特定周期で揺れ

るため、その固有周期を都内全域にわたり計算し、地図

上に表示・印刷 

99  データ登録・表示  地質柱状図データの CSV・XMLファイルの登録・削除、並

びにデータの表示・出力 

 土質試験データのファイルの登録・削除、並びにデータ

の表示・出力 

1100  液状化予測支援（新

規） 

 液状化予測を行い、地図上に表示・印刷 

1111  柱状図作成・表示（新

規） 

 ボーリング柱状図及びボーリングコア取扱い・保管要領

（案）・同解説（平成 27 年 6 月）の 5種類の柱状図を

作成・表示 

1122  地層想定断面図作成 

（新規） 

 垂直断面図（一覧図）サブシステムとは異なり、実水平

距離を反映した垂直断面図を作成・印刷（地層境界線の

描画機能を実装） 

1133  一覧表・土性図作成 

（新規） 

 一覧表は地盤工学会様式「4161：基礎地盤」、「4162：

材料」に準拠 

 土性図＆総合土性図は地盤工学会様式に準拠 
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図-3(b) 新システムにおける柱状図 出力例 
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（平面図及び側線） 

 

図-4 地層想定断面図 出力例 
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3. 「創立 100周年誌」について 
 

100-year Anniversary Report of Establishment 

 

技術支援課 松村 真人、〇小作 好明、田村 哲也 

 

 

1. はじめに 

東京都土木技術支援・人材育成センターは、大正 11

年(1922)年 4月 4日に道路舗装の試験･研究を目的に発

足した東京市道路局試験所を端緒とし、令和 4 年

（2022）4 月 4 日に 100 周年を迎えた。当所では、発

足のきっかけとなった道路舗装やその材料の試験・研

究に始まり、その後近年では低騒音舗装や遮熱性舗装

の開発などこれまでの東京の舗装を支えてきた。また、

戦前には激しい地盤沈下の調査研究が当所の業務に加

わり、戦後になってから東京の地質構造や地下水の研

究、土木材料の試験・研究、河川や防災に関する研究、

公共基準点の整備・管理など、インフラに関する諸課

題の解決や事業の推進に向けて様々な調査研究を実施

してきた。現在の東京都土木技術支援・人材育成セン

ターでは、土木技術に関する「技術支援」と技術職員

の「人材育成」を基幹業務の２本柱として、①現場の

技術支援、②調査・開発、③技術情報の蓄積・提供、

④土木技術情報ライブラリー、⑤技術研修、⑥技術継

承の６つの取組を実施している。戦前・戦後の土木技

術研究所時代を経て貴重な技術情報の蓄積があり、そ

の提供を行うとともに、土木技術者の育成や技術継承

などにも取り組んできている。 

当所の名称は、東京市道路局試験所、東京市土木局

道路課試験所、東京市土木局土木試験所、東京市土木

技術研究所、東京都土木技術研究所、東京都土木技術

センター、東京都土木技術支援・人材育成センターと、

100 年間で 6 回も改変した。途中、戦時中には東京都

土木技術研究所が廃止となる憂き目にも遭遇した。戦

中戦後に廃止された期間があるため、厳密には 100 年

間継続したことにはならないが、創立した年を起点に

して 100周年としている。 

当所ができた経緯について『東京市道路誌（昭和 14

年 東京市）』によると以下のようである。 

当所が発足する前の大正期の頃は、一般の道路は少

し風が吹けば砂埃が舞い上がり、雨が降れば泥田のよ

うになった状況であり、東京市の道路は砂利道であり、

東京市の道路は悪道路として有名であった。一度降雨

があれば歩行困難となってゴム長靴が普及した。当時

の道路の維持修繕の方法としては「へどろ掻き」とい

うのがあって、路面に生じた泥土を雪掻きと同じよう

に搔き集めて樽に入れて搬出する方法をとっていた。

大正 7 年（1918）11 月に来日したアメリカのサミユー

図－1 創立 100 周年誌の表紙 
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